
東京都障害者安定雇用奨励金支給要領 

 

２７産労雇就第１２１５号 

平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 

改正 ２８産労雇就第１１８３号 

平 成 ２ ９ 年 ４ 月 １ 日 

改正 ２９産労雇就第７２１号 

平成２９年１０月１日 

改正 ２９産労雇就第１２０１号 

平成３０年３月１５日 

改正 ３０産労雇就第１２０７号 

平成３１年３月２９日 

 

 

 

（通則） 

第１条 本要領は東京都障害者安定雇用奨励事業（以下「奨励事業」という。）の実施に必要 

な事項を定め、その円滑な推進を図ることを目的として制定する。 

 

（奨励金の支給に関すること） 

第２条 奨励事業の目的及び東京都障害者安定雇用奨励金（以下「奨励金」という。）の支給

に関することについては、「東京都障害者安定雇用奨励金支給要綱」（以下「支給要綱」と

いう。）の定めによる。 

 

（支給対象事業主の定義） 

第３条 支給要綱第４条第１項第１号ウの「重大な法令違反」とは、次の各号に該当するも

のとする。 

（１）違法行為による罰則を受けた場合 

（２）労働基準監督署により送検された場合 

（３）消費者庁の措置命令があった場合 

（４）上記各号と同等以上の法令違反であると判断される場合 

２ 支給要綱第４条第１項第１号エの「都税の未納付」とは、交付申請時点において、納付

義務があるにもかかわらず、法人事業税及び法人都民税（個人については個人事業税及び

都民税）の未納付がある場合とする。納付義務がない者の場合、事業開始届又は青色申告

書の写しなど、課税されない理由が分かる書類を提出することとする。 

３ 支給要綱第４条第１項第１号コ及び第２号エの「労働者に支払われる賃金の最低額が、

当該労働者に適用される最低賃金を常に５％以上上回る額とすること」とは、景気の変動、

産業構造の変化など企業全体にかかわる経済上の理由により、従業員全体の昇給の見送り

や法令上求められている条件を満たして給与の引き下げが必要な場合まで、常に当該労働



者に適用される最低賃金を５％以上上回る水準の維持を求めるものではない。 

 

（６か月の継続雇用の定義） 

第４条 支給要綱第４条第１号のサ、同条第２号のオ、第５条１号及び同条２号における「６

か月以上の期間継続して雇用」並びに第７条及び第８条の「６か月経過し」とは、この間、

対象となる労働者の雇用を継続しているだけでなく、１か月当たりの実労働時間が雇用契

約書等で定められている１か月当たりの労働時間の８割以上（支給対象労働者が精神障害

者である場合は６割以上）である場合をいう。 

  但し、雇入れ後又は転換後に実労働時間が雇用契約書等で定められている労働時間の８

割に満たない月（以下、「８割未満月」という。）又は支給対象労働者が精神障害者である

場合は実労働時間が雇用契約書等で定められている労働時間の６割に満たない月（以下、

「６割未満月」という。）が通算して、３か月を超えない場合に限り、支給要綱第４条第１

号のサ、同条第２号のオ、第５条第１号及び同条第２号における「６か月以上の期間継続

して雇用」並びに第７条及び第８条における期間の算定に当たっては、８割未満月又は６

割未満月を除外して算定することができる。 

 

（提出書類） 

第５条 支給要綱第７条、第８条の支給の申請に当たっての必要書類は、次に定めるものと 

する。 

（１）その他知事が必要とする書類とは、下記のものをいう。 

ア 会社案内又は会社概要（ホームページの写し、登記簿謄本など） 原本又は写し１ 

部 

イ 賃金支払実績確認表（別添）                  原本１部 

ウ 支払金口座情報登録依頼書又は支払金口座振替依頼書      原本１部 

エ 印鑑証明書（発行日から３か月以内のもの）          原本１部 

オ その他（上記以外で申請の確認に必要な書類がある場合）                            

 

（雇入奨励金及び転換奨励金の支給申請） 

第６条 支給要綱第７条及び８条の申請期間については、東京都障害者安定雇用奨励金支給

要領第４条にある対象から外れる月がある場合には、その月を除いて、６か月分の賃金を

支給した日の翌日から起算して、２か月以内に申請することとする。 

 

（継続雇用実態調査） 

第７条 支給要綱第２２条の規定により実施する継続雇用実態調査で得られたデータを集計、 

 分析をし、本奨励金の障害者の処遇改善に向けた検証の一助とする。 

 

（その他） 

第８条 奨励事業の実施に関して、この要領に定めのない事項については別に定める。 

 

   附 則 



 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この要領の改正前に支給申請のあったものについては、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要領は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、平成３０年１２月３１日までに

雇入れ又は転換したものについては、なお従前の例による 

 

 


